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特定民間再開発事業認定及び地区外転出事情認定に関する規則の一部を改正する規則（規則第48号） 

 租税特別措置法施行令の一部改正により、特定民間再開発事業が施行される区域に、都市の低炭素化の促

進に関する法律の規定により市町の認定を受けた集約都市開発事業計画の区域が追加されたこと等に伴い、特

定民間再開発事業が認定集約都市開発事業計画の区域内で施行される場合に、当該特定民間再開発事業の認定

に係る申請書に添付する図書を追加する等所要の整備を行うこととした。 
 

規         則 

 

 特定民間再開発事業認定及び地区外転出事情認定に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成25年12月17日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

兵庫県規則第48号 

特定民間再開発事業認定及び地区外転出事情認定に関する規則の一部を改正する規則 

 特定民間再開発事業認定及び地区外転出事情認定に関する規則（昭和61年兵庫県規則第37号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第２項中第９号を第10号とし、第８号の次に次の１号を加える。 

 (9) 特定民間再開発事業が認定集約都市開発事業計画（都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律

第84号）第12条に規定する認定集約都市開発事業計画をいう。以下同じ。）の区域内で施行される場合にあ

っては、次に掲げる図書 

ア 当該認定集約都市開発事業計画に係る都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成24年国土交

通省令第86号）第３条及び第７条に規定する申請書の写し並びに同令第５条第２項（同令第８条におい

て準用する場合を含む。）に規定する通知書の写し 

イ 当該認定集約都市開発事業計画に係る都市の低炭素化の促進に関する法律第９条第１項に規定する集

約都市開発事業が社会資本整備総合交付金の交付を受けて行われるものであることを証する書類 

 様式第１号中 

「 

」 

を 

「 

 中高層耐火

建築物の敷

地に係る権

利の状況 

１ 所有権の共有            ２ 借地権の共有 

兵庫県公報
発  行  人 

兵   庫   県 
神戸市中央区下山手通 

５丁目10番１号 

毎週火曜日及び金曜日発行、 

その日が休日のときはその翌日 （兵庫県民の旗＝県旗）平成25年12月17日 火曜日  号  外 



平成25年12月17日 火曜日   兵 庫 県 公 報           号  外 

2 

 

 中高層耐火

建築物の敷

地に係る権

利の状況 

１ 所有権の共有            ２ 借地権の共有 

 
認定集約都

市開発事業

計画の概要 

１ 認定集約都市開発事業計画の認定年月日     年   月   日 

２ 社会資本整備総合交付金の交付の有無        （ 有 ・ 無 ） 

３ 集約都市開発事業を施行する区域の面積             ㎡ 

４ 特定公共施設の整備の有無             （ 有 ・ 無 ） 

」 

に改め、同様式備考に次のように加える。 

    ８ 事業の概要の欄のうち、認定集約都市開発事業計画の概要については、特定民間再開発事業が

認定集約都市開発事業計画の区域内で施行される場合にのみ記載すること。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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